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 平成２８年６月１３日 

 

「主権者教育の推進に関する検討チーム」最終まとめ 

～主権者として求められる力を育むために～ 
 

１．「主権者教育の推進に関する検討チーム」中間まとめについて 

文部科学省では、平成 27 年 11 月に義家弘介文部科学副大臣の下に「主権者

教育の推進に関する検討チーム」を設置し、主権者に求められる力の養成（以

下「主権者教育」という。）に係る方策について検討を進め、本年 3 月 31 日に

中間まとめを公表した。 

 本検討チームでは、主権者教育の目的を、単に政治の仕組みについて必要な

知識を習得させるにとどまらず、主権者として社会の中で自立し、他者と連携・

協働しながら、社会を生き抜く力や地域の課題解決を社会の構成員の一人とし

て主体的に担うことができる力を身に付けさせることとした。 

中間まとめでは、このような主権者教育を進めるに当たっては、子供たちの

発達段階に応じて、それぞれが構成員となる社会の範囲や関わり方も変容して

いくことから、学校、家庭、地域が互いに連携・協働し、社会全体で多様な取

組を行うことの必要性とともに、取組を行うに当たっては、学校等のみならず、

教育委員会等の地方公共団体の関係部署が、積極的な役割を果たすことを基本

的な考え方とした。 

また、主権者教育の推進方策として、 

・平成 27 年 6 月 19 日に成立した公職選挙法等の一部を改正する法律の施行に

伴い、新たに選挙権を有することとなる生徒、学生が在籍する高等学校、大

学等において、政治参加意識の促進や周知啓発がより一層充実するための取

組や、 

・子供たちの発達段階に応じた社会の範囲（家族、家の近所、小中学校の校区

など）の構成員の一人として、現実にある課題や争点について自らの問題と

して主体的に考え、判断するといった学習活動や具体的な実践・体験活動を

学校、家庭、地域など社会全体で主権者教育を推進する取組 

について、推進方策を示したところである。 
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２．中間まとめ公表後の取組について  

（１）関係機関への周知について 

  全国の教育委員会や大学等に対して中間まとめの策定について通知を発出

し、その内容や各学校段階や家庭・地域における取組事例の周知を行い、学

校、家庭、地域それぞれにおいて、国家及び社会の形成者として必要とされ

る基本的な資質を育むための教育や啓発活動等についての取組を促した。 

  また、文部科学省と総務省において、大学等や各都道府県選挙管理委員会

に対し、大学等のキャンパス内における期日前投票所の設置の検討、住民票

の異動、旧住所地での投票に関する周知啓発について、協力依頼を行った。 

    

（２）主権者教育実施状況調査について 

  文部科学省では、中間まとめを踏まえ、全ての高等学校等を対象に副教材

「私たちが AE拓 E

ひ ら

Aく日本の未来」の活用状況の把握も含め、昨年度の卒業生にお

ける主権者教育の実施状況や、本年度の実施計画について、その状況を調査

した。 

  その結果、昨年度の卒業生については、90％を超えるほとんどの学校にお

いて特別活動や公民科を中心に主権者教育が行われ、副教材についても積極

的に活用された状況が見られた。 

しかしながら、年度途中に指導計画の変更が困難であった、指導方法・内容

について検討が必要であったなどの理由から、主権者教育を実施していないと

答えた学校も見受けられた。 

  また、現在の在校生に対しても、特に 3年生に対しては 95％を超えるほぼ

全ての学校が主権者教育に取り組む予定としており、年間 2～4時間若しくは

それ以上の時間数で主権者教育に取り組むこととしている学校が多く見

られた。 

  さらには、教育委員会において学校の支援も行われ、教育委員会から

の報告によれば別添のような特徴的な学校の取組も見られるところで

ある。 
 

 

３．主権者教育を推進するための今後の取組の方向性について 
主権者教育実施状況調査の結果を踏まえ、各種会議等において今後の計画的

な実施や関係機関との更なる連携の推進について周知啓発を図るとともに、通

信制課程や特別支援学校における主権者教育の具体的な指導方法や本調査にお

いて収集した各学校の優れた取組について、詳細な情報を調査研究し、その結

果を公表することによって各学校の更なる充実を促す。また、次期学習指導要



 

3 
 

領改訂について検討を行う中央教育審議会において、主体的な社会参画に必要

な力を実践的に育む高等学校の新科目「公共（仮称）」の検討を進める。さらに、

同審議会で議論されている「深い学び」「対話的な学び」「主体的な学び」のア

クティブ・ラーニングの三つの視点に立って学び全体を改善することは、先に

述べた「社会の中で自立し、他者と連携・協働しながら、社会を生き抜く力や

地域の課題解決を社会の構成員の一人として主体的に担うことができる力を養

う」という主権者教育の目的にも資するものであり、その一層の推進を図るこ

とが期待される。 

加えて、主権者教育は、主権者として求められる能力を育むだけではなく、

地域への愛着や誇りを持ち、ふるさとに根付く子供たちを育てるなど、地域の

振興・創生の観点からも重要である。 

社会全体で主権者教育の推進を図るためには、学校だけではなく、基本的な

生活習慣・生活能力を身に付け、実生活・実社会について体験的・探究的に学

習できる場として、家庭や地域も主権者教育の担い手としての役割を果たす必

要がある。このため、地域学校協働活動や体験活動を充実させていくとともに、

特別支援学校において、スポーツ・文化・教育活動の全国的な祭典（Specialプ

ロジェクト 2020）を開催するなど、多くの地域住民の参画を促すことにより社

会全体として子供たちの学びや成長を支える活動を推進する。 

 今後、文部科学省では、主権者教育実施状況調査の結果等も踏まえ、本検討

チームの中間まとめで示した学校、家庭、地域における推進方策を着実に実行

に移すととともに、主権者教育を推進していくに当たって、引き続き総務省や

公益財団法人明るい選挙推進協会等と連携した取組を進めることとする。また、

地方公共団体においても、総合教育会議の活用をはじめ、首長、教育委員会、

選挙管理委員会などの様々な部局と公民館、自治会などの地域の関係施設や団

体が連携し、主権者教育に関する多様な取組が展開できるよう促していきたい。 

 



 
 

（別添） 

 

各都道府県における主権者教育に関する特徴ある取組例 

 

 

  

・ 模擬選挙を行った上で、U他の世代（お年寄り、子育て世代等）の立場

にたった論議をグループで Uするなど多面的・多角的な考察を進める取

組を行った学校。（東京都） 

  

・ 各家庭で政治的教養を育むためにどのようなことができるかを考える

U生徒と保護者が参加した学年行事 Uを行った学校。（山梨県） 

   

・ 議会事務局と連携し、U府議会議員（正副議長、広報委員会委員）を講

師 Uとする府議会主催の出前講座を実施し、議員による講義や高校生と

議員による意見交換を行った学校。（大阪府） 

   

・ 専門家の知見を生かした講義（U税務署の職員に消費税や軽減税率につ

いて出前講座 U）を受けた後、「軽減税率の導入」についてディベートを

行った学校。（埼玉県） 

 

・ 大学と連携して主権者教育を実施。U行政学を専攻する大学教授による

講演 Uと U日本への留学生を含めたパネルディスカッション Uを実施。（札

幌市） 

 

・ U弁護士会所属 Uの３人が市長候補となって政見演説を行う模擬選挙を

実施。投票後、弁護士及び選挙管理委員会職員が講評。（千葉市） 

 

・ U県外の大学生等 Uの協力を得て、U被選挙権年齢の引き下げの是非につ

いて討論型の授業 Uを実施。（島根県） 

 



主権者教育の推進プロジェクト 平成28年6月13日

○文部科学省では「主権者教育の推進のための検討チーム」（主査：義家弘介文部科学副大臣）の最終まとめを踏まえ、単に政
治の仕組みについて必要な知識の習得のみならず、主権者として社会の中で自立し、他者と連携・協働しながら、社会を生き抜
く力や地域の課題解決を社会の構成員の一員として主体的に担う力を育む主権者教育を推進。

○ 主権者教育の推進に当たっては、子供たちの発達段階に応じ、学校、家庭、地域が互いに連携・協働し、社会全体で多様な取
組が実施できるよう各種推進方策を実施。

家庭・地域（公民館の活用、自治会との連携等）

○地域資源を活用した教育活動・体験活動や、子供

が主体的に関わる地域行事などの機会を創出

○地域における活動が多様かつ継続的なものとなる

よう、地域人材の活用促進、コーディネート機能を

強化

○基本的な生活習慣を身に付け、自立心を養うこと

ができるよう家庭教育の環境整備、お手伝いなど

の家庭生活に主体的に参画する取組を促進

大学等
○入学時のオリエンテーション等

を通じた学生への啓発活動

○キャンパス内における期日前投
票所の設置

○地域の関係団体等と連携し、地
域の課題解決にむけ主体的に
行動する人材の育成

地方公共団体

総合教育会議の活用をはじめ、
教育委員会と選挙管理委員会等
の他部局が連携し、地域における
主権者教育を推進（地域行事や
出前講座の実施など）

子供たちの発達段階に応じ、学校・家庭・地域が主権者教育を推進

幼稚園等

将来、社会の一員として活躍できる
素地を養う観点から、指導方法等
の在り方に関する調査研究を実施

小学校・中学校
高等学校等

○次期学習指導要領改訂にお
いて、高等学校において主体
的な社会参画に必要な力を実
践的に育む「公共（仮称）」の設
置や、小中学校における社会
科の在り方について検討

○社会参画の態度を育むための
体験的・実践的な学習プログラ

ムの開発

文
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81.8%

18.2%

私立

97.9%

2.1%
国公立

＜国公立・私立の内訳＞

主権者教育（政治的教養の教育）実施状況調査について（概要）

１．平成２７年度第３学年以上生徒（卒業生など）の状況について

＜実施していない学校101課程＞
実施していない学校のうち74％は特別
支援学校。
（個に応じた指導方法の開発に時間を
要した 等）

→ 特別支援学校における主権者教育
の指導の在り方についてモデル開発

＜実施していない学校255課程＞
・時間の確保が困難
・指導計画が変更できなかった
・学校における認識不足
・通信制課程で実施上の課題開発
→ 通信制課程における主権者教育の
指導の在り方についてモデル開発

（n = 6,322課程）

＜取組の内容について＞

※ 平成28年4月～5月にかけて全国全ての高等学校、
特別支援学校高等部を対象に調査を実施

※実施した課程全体における割合。いずれも複数回答可。 （単位：％）

94.4%

5.6%

H27年度第３学年以上の生徒における

主権者教育の実施状況（全体）

実施した

実施していない

61.6 

54.6 

11.5 

11.1 

１．特別活動

２．公民科

３．総合的な学習の

時間

４．その他の時間

①実施した教科等

84.7 

32.3 

１．副教材を使

用

２．教科書等を

使用

➂教材の使用状況

30.7 

3.6 

66.7 

１．選挙管理委員会と

連携

２．関係団体・NPOと
連携

３．連携していない

➃指導に当たっての連携状況

89.4 

20.9 

29.0 

8.2 

１．公職選挙法や選挙の

具体的な仕組み

２．現実の政治的事象に

ついての話し合い活動

３．模擬選挙等の実践的

な学習活動

４．その他

➁具体的な指導内容



２．平成２８年度在校生の計画について（平成２８年４月時点の予定）

（n = 6,295課程）（n = 6,283課程）（n = 6,271課程）

①実施す
る教科等

②具体的
な指導内
容

③指導の
時間数

④教材の
使用状況

⑤指導に
当たって
の連携状
況

※実施するとした課程全体における割合。③を除き複数回答可。

（単位：％）＜取組の内容について＞

90.8%

9.2%

第１学年

実施する

実施予定なし

92.3%

7.7%

第２学年

19.7 
55.7 

10.2 
14.2 

１．１時間

２．２～４時間

３．５時間以上

４．現時点では検討中

74.3 
30.3 

20.7 

１．副教材を使用

２．教科書等を使用

３．現時点では検討中

35.3 
6.0 

30.8 
31.3 

１．選挙管理委員会と連携

２．関係団体・NPOと連携

３．連携する予定はない

４．現時点では検討中

24.2 
48.5 

9.5 
17.8 

１．１時間

２．２～４時間

３．５時間以上

４．現時点では検討中

70.6 
21.0 

25.6 

１．副教材を使用

２．教科書等を使用

３．現時点では検討中

33.6 
5.0 

28.5 
35.9 

１．選挙管理委員会と連携

２．関係団体・NPOと連携

３．連携する予定はない

４．現時点では検討中

20.7 
49.8 

11.3 
18.4 

１．１時間

２．２～４時間

３．５時間以上

４．現時点では検討中

66.3 
29.3 

27.0 

１．副教材を使用

２．教科書等を使用

３．現時点では検討中

27.7 
4.4 

31.9 
38.6 

１．選挙管理委員会と連携

２．関係団体・NPOと連携

３．連携する予定はない

４．現時点では検討中

62.0 
59.5 

19.2 
13.1 

１．特別活動

２．公民科

３．総合的な学習の時間

４．その他の時間

63.0 
40.9 

21.7 
16.7 

１．特別活動

２．公民科

３．総合的な学習の時間

４．その他の時間

56.7 
56.5 

18.7 
13.4 

１．特別活動

２．公民科

３．総合的な学習の時間

４．その他の時間

82.4 
30.3 

39.7 
6.5 

11.9 

１．公職選挙法や選挙の具体的な仕組み

２．現実の政治的事象についての話し合い活動

３．模擬選挙等の実践的な学習活動

４．その他

５．現時点では検討中

75.4 
27.2 

36.9 
6.7 

15.8 

１．公職選挙法や選挙の具体的な仕組み

２．現実の政治的事象についての話し合い活動

３．模擬選挙等の実践的な学習活動

４．その他

５．現時点では検討中

77.3 
27.5 

32.5 
6.4 

16.0 

１．公職選挙法や選挙の具体的な仕組み

２．現実の政治的事象についての話し合い活動

３．模擬選挙等の実践的な学習活動

４．その他

５．現時点では検討中

96.4%

3.6%

第３学年



○ 全ての教育委員会において、高等学校の主権者教育を支援する取組を実施。

○ 具体的には、方針の提示等や教員等に対する研修の実施をほぼ全ての教育委員会が実施するとともに、独自
の教員向け資料や独自の生徒向け資料等を作成している教育委員会もぞれぞれ約３２％、約１７％見られる。

○ 各都道府県における特徴ある取組としては、下記のような取組が見られる。

・ 模擬選挙を行った上で、他の世代（お年寄り、子育て世代等）の立場にたった論議をグループでするなど多面
的・多角的な考察を進める取組を行った学校。（東京都）

・ 各家庭で政治的教養を育むためにどのようなことができるかを考える生徒と保護者が参加した学年行事を行っ
た学校。（山梨県）

・ 議会事務局と連携し、府議会議員（正副議長、広報委員会委員）を講師とする府議会主催の出前講座を実施
し、議員による講義や高校生と議員による意見交換を行った学校。（大阪府）

・ 専門家の知見を生かした講義（税務署の職員に消費税や軽減税率について出前講座）を受けた後、「軽減税率
の導入」についてディベートを行った学校。（埼玉県）

・ 大学と連携して主権者教育を実施。行政学を専攻する大学教授による講演と日本への留学生を含めたパネル
ディスカッションを実施。（札幌市）

・ 弁護士会所属の３人が市長候補となって政見演説を行う模擬選挙を実施。投票後、弁護士及び選挙管理委員
会職員が講評。（千葉市）

・ 県外の大学生等の協力を得て、被選挙権年齢の引き下げの是非について討論型の授業を実施。（島根県）

３．教育委員会による支援について
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